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 新潟県中越地震、能登半島地震、新潟県中越沖地震、岩手･宮城内陸地震な

どの激甚な逆断層型地震により発生した地すべりの分布及び地形的な特徴を

抽出し、地すべり地帯の既存地すべり地形における地震時地すべり発生危険

度評価手法について検討した。その結果、既存地すべり地形における地震時

地すべり発生危険度評価手法として、危険度評価範囲と、標高偏差と縁辺侵

食率の地形データを用いたロジスティック回帰モデルよる危険度評価手法を

提案することができた。 
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１．はじめに 

近年、平成 16 年新潟県中越地震（以後、中越地震と言う）を始め、平成 19 年能登半島地震

（以後、能登半島地震と言う）、平成 19 年新潟県中越沖地震（以後、中越沖地震と言う）、平成

20 年岩手･宮城内陸地震（以後、岩手・宮城内陸地震と言う）などのマグニチュ-ド 6.8～7.2、最

大震度 6 強を上回る逆断層地震が東日本で相次いで発生した。これらの地震で多発した地すべり

や崩壊により道路の寸断や河道閉塞が生じ、集落の孤立など中山間地域に深刻な被害がもたらさ

れた 1）2）。また、中越地震、岩手・宮城内陸地震で生じた大規模な河道閉塞箇所では、天然ダム

の決壊による下流への被害の発生が懸念された。このような地震災害に備えるためには、地震に

より発生する地すべり（以後、地震による地すべりと言う）の位置や規模を事前に予測し、その

危険度を評価することが求められている。 

地震による地すべりの発生場を予測し、危険度評価を行うためには、地すべり発生場の地形、

地質的な特徴を明らかにするとともに、地すべり発生の可能性の高い範囲を明らかにする必要が

ある。上述の 4 つの地震による地すべりの分布や発生場の特徴については、これまでに様々な研

究が成されている。中越地震では地すべりが既存地すべり地形内で数多く発生し、それらが地

質・地質構造的には砂岩・泥岩互層の分布域や流れ盤構造の斜面で発生していること（例えば、

八木ほか, 20073））、斜面下部が浸食または人為的に切取られた斜面で発生していること４）、斜

面下端部の勾配が急で縦断的に凸形状を示す斜面での発生していること 5）などが報告されている。

能登半島地震については、地下水に富む谷埋め堆積物の液状化による地すべり事例（例えば、弘

崎ほか, 20096））や、地震による崩壊が急斜面または凸斜面で数多く発生していることなどが示

されている 7）。中越沖地震については、中越地震による地すべりと同様に、地すべりが砂岩・泥

岩互層の分布域や流れ盤構造の斜面で数多く発生したことが報告されている 8）。岩手・宮城内陸

地震については、地すべりや崩壊などの分布図が八木ほか（2008）9）により作成された。また、

地震による斜面災害は詳細にタイプ分けされ、そのほとんどが表層崩壊で更新世の溶結凝灰岩類

の分布域で数多く発生していること、斜面災害が震源断層の上盤側で数多く発生していることな

どが報告されている 10）。また、檜垣ほか（2009）11)は、地震による地すべりや地すべり性崩壊が、

水平堆積構造の軟質な火砕堆積物や水成堆積岩から成る地質構造の斜面が河川浸食を受けたとこ

ろで数多く発生していることを示している。 

このように、地震による地すべりや崩壊の発生場の地形・地質的な特徴が次第に明らかになっ

てきた。しかしながら、地震により地すべりが多発した範囲と震源断層との位置関係についての

研究は少なく、特に日本で発生した複数の地震を対象に共通して認められる特徴について分析し

た事例は少ない。内陸地震においては、地表面での強震動の分布は震源断層の幾何形状や断層の

破壊過程と密接な関係にあることが知られており（例えば、Anderson et al., 200012）; 香川, 

200813)）、地震による地すべりは地震動を誘因として発生するもので、発生する地すべりの分布

及び規模も震源断層に強く影響されることが推測される。 

そこで、地震による地すべりの多発範囲を明らかにすることを目的として、近年東日本で発生

した上述 4 つの逆断層地震を対象に、震源断層及び震央と地震による地すべりとの位置関係に注
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目し、地震による地すべりの分布と規模の特徴を調査し考察した。また、震度や地表最大加速度

分布と地すべりの分布との関係についても調査し考察した。この他、地震による地すべりの分布

は震源断層からの距離の他に、地形・地質による影響も受けていると考えられることから、震源

断層から一定距離の範囲毎に斜面勾配や地質構成と地すべりの発生状況を調査し、地すべりの発

生が震源断層からの距離と地形・地質条件のいずれの影響を強く受けているのかについて検討し

た。 

一方、地すべりの発生危険度評価については数多くの研究が行われており、主に定性的な手法

と定量的な手法に分けられる14)。定性的な手法15),16),17)は、専門家の経験に基づき地すべりの危険

度マップを作る方法である。また、経験的な方法は研究者のスキルに頼ることから、専門的な知

識が要求される。定量的な手法には確定手法18),19)と統計学的手法がある。確定手法は物理的なメ

カニズムを数学モデル化するもので、斜面構成物の物性値が必要であり、広範囲での取得は困難

な場合が多い。これに対し、統計学的な手法は地すべりの空間分布と発生要因との関係を分析す

るものである。統計学的な手法として、判別分析20),21)とロジスティック回帰分析22),23),24),25)が用い

られている。判別分析ではデータの正規分布が要求される21)制限があるのに対し、ロジスティッ

ク回帰分析にはこのような制限なく、地すべり発生予測に適しているとされる26)。 

これらの統計学的な手法は斜面をグリッドに分け、グリッド単位で分析を行っている場合が多

い。しかしながら、地すべり対策は一般に地すべりブロック単位で実施され、グリッド単位をも

とにした地すべり対策は今後の課題である。中越地震では、既存地すべり地形内で数多くの地す

べりが発生した5)。また、既存地すべり地形の判読は地すべり地形の特徴をもとに可能であり、判

読結果は容易に入手できる27)。これらのことから、地震による地すべりの発生危険度の評価手法

は、今後の地すべり対策のことも考慮し、既存地すべり地形を対象にロジスティック回帰分析法

を用いた手法により検討した。 

 本資料が、今後の地震による地すべり発生危険度評価の研究資料として活用していただければ幸

いである。 

 

２．研究目的 

本研究の目的は、新潟県中越地震、能登半島地震、新潟県中越沖地震、岩手･宮城内陸地震など

の逆断層型地震により発生した地すべりの分布の特徴や地形的な特徴を抽出し、地すべり地帯の

既存地すべり地形における地震時地すべり発生危険度評価手法の提案を行うことである。 

 

３．調査地の概要 

3.1 調査範囲 

調査対象範囲は、新潟県中越地震（以後、中越地震とする）、新潟県中越沖地震（以後、中越

沖地震とする）、能登半島地震、岩手･宮城内陸地震の震源域及びその周辺地域であり、各地震発

生直後に空中写真が撮影された範囲とした。 
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3.2 調査地の地形・地質 

図-1 は、各調査地の位置を示したものである。調査地が位置する東北地方から北陸地方には、

活断層が多数存在する 28)。東北地方に分布する活断層はほぼ南北方向に延びるものが数多くあり、

概ね山地･丘陵と平野･盆地との境界に位置し、山地側が隆起する逆断層である 29)。これに対し、

北陸地方の山地には横ずれ断層が発達し、平野部と丘陵の境界付近には逆断層が分布する。一方、 

図-1 各調査地の位置 

既存地すべり地形は防災科学技術研究所（2010）27）の地すべりデータベースによるもので、地すべり

地形ポリゴンの中心をプロットした。活断層は、産業総合技術研究所（2009）28)による。 

 

東北から北陸地方の既存地すべり地形は丘陵部に集中し 27）、概ね第三紀層の分布と一致する 30）。 

 中越地震及び中越沖地震の発生域の地形は、北北東-南南西方向に並列する丘陵とその間の盆地

から成る。また、中越地震調査域の魚沼丘陵の標高が 300～700ｍであるのに対し、中越沖地震調
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査域の西山丘陵の標高は 100～300ｍである。これらの調査域の地質は、主に新第三紀から第四紀

の堆積岩から成り、地質構造は北北東-南南西方向の軸を持つ活褶曲で特徴付けられている。これ

らの地域には、北北東-南南西走向の活断層が丘陵と盆地の境界に分布し、いずれも山側が隆起す

る逆断層である 28)。 

能登半島地震の調査地周辺の地形は、標高が 200～400ｍの比較的開析が進んだ丘陵と山地から

成る。本地域には新第三紀中新世の火山岩や堆積岩が広く分布し、地質構造は東北東-西南西方向

の軸を持つ褶曲で特徴付けられる 31)。調査地の北部には既存地すべり地形が数多く存在するが、

南部には少ない。なお、調査地周辺には、活断層の存在が知られていない。 

岩手・宮城内陸地震の調査地の地形は、奥羽脊梁山地の中央部に位置する栗駒山、焼石岳など

の第四紀火山で特徴付けられる。調査地の斜面は標高が 500～1,000ｍであり、河川による下刻が

進んでいる。調査地には新第三紀から第四紀の火山岩類が広く分布し、地質構造はほぼ南北方向

の軸を持つ褶曲と断層から成る 32)。また、調査範囲には活断層の存在が知られていないが、調査

範囲外の北東側には南北走向の逆断層が存在する。 

 

４．地震による地すべりの多発範囲の検討 

4.1 研究方法 

表-1には、既存の地すべり  表-1 既存地すべり地形判読に用いた地震発生後の空中写真 

地形判読に用いた地震発生後

の空中写真を示した。地震に

よる地すべりの分布図は、地

震発生後の空中写真の判読と

現地調査結果をもとに作成し

た。なお、中越地震による地

すべりの分布については、国

土交通省の判読結果33)を用い

た。本研究で扱う「地すべ

り」は、移動体の層厚が比較的厚く、移動後も移動体の原型がある程度保持されているもので、

縮尺1：20,000程度の空中写真で判読できるものとした。また、明らかな表層崩壊や土石流は調査

対象外とした。 

地震 縮尺 撮影時期 撮影機関

中越地震 1:10,000～12,000 2004年10月24～29日 国土地理院

1:10,000 2007年3月26日 国土地理院

デジタル写真（地
上解像度20cm）

2007年3月26日 中日本航空（株）

中越沖地震 1:6,000 2007年7月１8,19日 国際航業（株）

1:10,000 2008年6月16,18日 国土地理院

1:10,000 2008年6月16,18日 アジア航測（株）

岩手・宮城
内陸地震

能登半島地震
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図-2は地すべりと震源断層との位置関係

を、表-2は検討で用いた震源断層モデルを

それぞれ示したものである34),35),36),37)。震源

断層から地すべりまでの距離は、地すべり

の平面上の重心と震源断層モデル上端の地

表投影線との最短距離とした。また、地す

べりの発生状況は、震源断層モデルの地表

面投影範囲を断層面投影範囲とし、その内

側及び外側についても比較した。震源断層

からの距離は、例えば最大加速度の距離減

衰式38)を用いて加速度を求める際には、断

層面からの最短距離が用いられることが多

い。しかしながら、本研究では、地震によ

る地すべりの危険度評価への活用を目的と 

                      図-2 地すべりと震源断層との位置関係 

表-2 検討で用いた震源断層モデル 

 

して、地震による地すべり発生範囲を明らかにしようとしている。このため、地すべりの分布と地

すべり規模との関連性は、今後の活断層の長期評価結果39)で示されている断層モデルに基づき、

GISを用いて2次元での距離計算が簡便に行うことができるという理由から、震源断層上端の地表投

影線からの最短距離を用いて分析することにした。なお、今回対象とした地震では公表されている

断層モデルの傾斜角はそれぞれ一定であるため、断層面上端の地表投影線から地すべりまでの距離

と断層面から地すべりまでの距離は比例関係となる。 

ここでは、地震による地すべりの分布と規模の特徴を明らかにするため、震源断層の上盤側、下

盤側や断層面投影範囲内外における地すべりの分布と地すべりの面積を調べた。また、地すべりが

発生した範囲の包絡線と震度40)、地表最大加速度41)との関係、震央や震源断層からの距離と地すべ

りの分布、規模との関係も調べた。なお、最大加速度は三成分の合成値を用いた。 

さらに、震源断層からの距離と地形・地質のいずれが地すべりの発生に大きな影響を及ぼすかを

検討するため、図-3の破線で示したように震源断層から5 kmの範囲毎に斜面勾配、地質と地すべり

発生率を比較した。なお、地震による地すべりの発生は、斜面勾配と地質構成以外の様々な地形要

因（起伏量、既存地すべり地形など）や地質構造的な（活断層、褶曲など）要因にも影響されると

地震名 長さ（km） 幅(km） 走向(°) 傾斜（°) 断層型 出典

中越地震 24 16 N36E 53NW 北西向き逆断層 東京大学地震研究所（2005）

能登半島地震 21.2 13.9 N55E 63SE 南東向き逆断層 国土地理院（2007）

中越沖地震 32 24 N34E 36SE 南東向き逆断層 纐纈(2008）

岩手･宮城内陸地震 42 18 N21E-N11E 41NW 北西向き逆断層 Hikima et al ., 2008
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考えられる。ここでは震央、震源断層からの距離と地すべりの分布との関係を明らかにすることに

主眼をおいたことから、地形・地質的な要因としては斜面勾配と地質構成を取り上げ検討すること

にした。なお、斜面勾配は国土地理院発行の50ｍメッシュDEMデータ42),43)を、地質は産業技術総合

研究所（2004）発行の20万分の1デジタル地質図44)を用いてそれぞれ30ｍメッシュ単位で求めた。

また、地すべり発生率は、震源断層から5 kmの範囲毎の全メッシュ数に占める地すべり範囲に含ま

れるメッシュ数の割合とし、斜面勾配や地質毎の地すべり発生率は、それらの総メッシュ数に占め

る地すべり範囲内のメッシュ数の割合とした。 

4.2 研究結果 

4.2.1 地震による地すべりの分布 

 表-3 には各地震で発生した地すべりの判読結果を、図-3～6 には各地震で発生した地すべりの

分布を示した。図-3 に示した中越地震では、地すべりは 362 箇所で発生した。その中で、断層面

投影範囲内で発生した地すべりは 200 箇所であり、全体の 55.2%を占めた。また、既存地すべり地

形内で発生した地すべりは 180 箇所であり、全体の約 50%を占めた。断層面投影範囲外で発生した

地すべりは、南西側に 41 箇所（全体の 11.3%、図-3 中の A）、北東側に 15 箇所（全体の 4.1%、

図-3 中の B）分布している。また、断層面投影範囲で発生した地すべりは、北西側に 105 箇所

（全体の 29.0%、図-3 中の C）分布している。この他、震源断層の上盤側で発生した地すべりは

350 箇所（全体の 96.7%）であるのに対し、下盤側で発生した地すべりは 12 箇所（全体の 3.3%）

と少なく、地すべりは上盤側に多く分布している傾向が認められる。 

図-4 に示す能登半島地震では、断層面投影範囲内で発生した地すべりは 2 箇所であり、全体の

13.3%を占めた。震源断層の大部分は海底に位置し、下盤側の海域部分の地すべり発生状況は不明

である。検討した範囲内で発生した地すべりは 13 箇所が上盤側に位置し、全体の 86.7%を占めた。

一方、下盤側で発生した地すべりは 2 箇所であった。また、既存地すべり地形内で発生した地す

べりは 3箇所であり、全体の 20%を占めた。 

図-5 に示した中越沖地震では、断層面投影範囲内で発生した地すべりは 9 箇所であり、全体の

50.0%を占めた。断層面投影範囲外では、南西側に 7 箇所の地すべり（図-5 中の A）が分布し、全

体の 38.9%を占めた。一方、北東側では、地震で発生した地すべりの分布が認められなかった。調

査範囲内で発生した地すべりは、18 箇所全てが震源断層の上盤側に分布している。なお、海域と

なる震源断層下盤側の地すべり発生状況は不明である。また、既存地すべり地形内で発生した地

すべりは 2箇所のみであった。 
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表-3 各地震で発生した地すべりの判読結果 

箇所数 割合（%） 箇所数 割合（%） 箇所数 割合（%） 箇所数 割合（%）

中越地震 362 200 55.2 162 44.8 350 96.7 12 3.3

能登半島地震 15 2 13.3 13 86.7 13 86.7 2 13.3

中越沖地震 18 9 50.0 9 50.0 18 100.0 － －

岩手･宮城内陸地震 136 121 89.0 15 11.0 127 93.4 9 6.6

断層上盤側 断層下盤側
全箇所数対象地震

断層面投影範囲内 断層面投影範囲外

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 中越地震で発生した地すべりの分布  図-4 能登半島地震で発生した地すべりの分布 

図-5 中越沖地震で発生した地すべりの分布   図-6 岩手・宮城内陸地震で発生した地すべ    

                          りの分布 

A：断層面投影範囲の南西延長の地すべり包絡範囲 B：断層面投影範囲の北東延長の地すべり包絡範囲 

C：断層面投影範囲の北西延長の地すべり包絡範囲 
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4.2.3 震度、最大加速度と地すべりの分布との関係 

 各地震の本震の震度、地表3成分合成最大加速度と発生した地すべりの分布状況を調べた結果を

以下に示す。 

 図-8～11には、震度、最大加速度分布と地すべりが発生した範囲の包絡線を示した。なお、震

度は気象庁、加速度は防災科学技術研究所のデータ41)による。中越地震では、地すべりは震度5強

以上の分布域（図-8a）、最大加速度500gal以上の分布域（図-8b）で発生した。能登半島地震で

は地すべりは震度5強以上の分布域で発生し（図-9a）、最大加速度200～500galの分布域で1箇所

（全体の6.7%）、500gal以上の分布域では14箇所（全体の93.3%）で発生した（図-9b）。中越沖

地震では地震による地すべりは、震度6弱以上の分布域で発生し（図-10a）、図-10bに示すように

最大加速度200～500galの分布域において1箇所（全体の5.5%）、500gal以上の分布域において17

箇所（全体の約94.5%）でそれぞれ発生した。岩手・宮城内陸地震では、全ての地すべりは震度5

強の分布域で発生している（図-11a）。また、地すべりは最大加速度500gal以上の分布域で発生

した（図-11b）。 

 以上のことから、4つの地震により発生した地すべりは震度5強以上の分布域に位置し、最大加

速度500 gal以上の分布域に93.3%以上の地すべりが含まれることが分かった。 

図-8 中越地震における震度、最大加速度分布と地すべりが発生した範囲 
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図-9 能登半島地震における震度、最大加速度分布と地すべりが発生した範囲 

 

図-10 中越沖地震における震度、最大加速度分布と地すべりが発生した範囲 
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(3)逆断層周辺における地すべり多発範囲 

表-4には、地震に関する項目と地震による地すべり発生状況との関係を示した。地震による地

すべりは、震度では5強以上、最大加速度分布では500gal以上、震央からの距離26～39 km内で発

生している。また、震源断層からの距離では、20 kmの範囲内に4つの地震で発生した地すべりの

88.9%以上の地すべりが発生している。4つの地震による地すべりの全てが震度5強以上、93.3%以

上が最大加速度500gal以上の分布域で発生する結果となったことは、阿部ほか（2006）45)が示し

た新第三紀層分布域における地震による岩盤すべりが震度5程度から発生し、震度6以上で多くな 

表-4 地震に関する項目と地震による地すべり発生状況との関係 

ることや加速度が500gal程度で発生していることと整合する。 

地震による地すべりは震源断層の上盤側で数多く発生していることから、震源断層から上盤側

方向への距離毎の地すべり発生状況を調べ、地震による地すべりの多発範囲の設定手法を検討し

た。 

図-19は、逆断層地震による地すべり多発範囲を示したものである。なお、図中の数値は、中越

地震による地すべり箇所（割合）を示す。図-19(a)に示す震源断層から上盤側の10 kmの範囲Aに

は、205箇所（56.6%）の地すべりが発生し、15 kmの範囲（A＋B）には299箇所（82.6%）、20 km

の範囲（A+B+C）には303箇所（83.7%）が発生している。また、岩手・宮城内陸地震では、上盤側

の全ての地すべりが15 kmの範囲で発生していた。一方、能登半島地震では、発生した地すべりの

箇所数は20 kmの範囲に全体の33.3%、中越沖地震では20 kmの範囲に同じく50.0%の地すべりが発

生し、中越地震及び岩手・宮城内陸地震に比べて小さい値を示した。 

地すべりは震源断層の走向方向の延長上にも発生していることから、地すべり多発範囲は震源

断層からの距離に加えて断層走向方向に適当な距離を取った範囲とする必要がある。 

図-19(b)には、震源断層の上盤側及び走向方向における地すべり発生範囲を示した。今回対象

とした4つの地震による地すべりの分布を概観し、震源断層の走向方向に15 kmの距離を取り、中

越地震を事例として試算した場合、発生した地すべりはA’+B’の範囲に全体の93.4%含まれた。 

図-19(a)に示す範囲を設定すると、面積10,000ｍ2以上の地すべりは全体の88.1%が含まれるの

に対し、図-19(b)のA’+B’ように設定すると94.8%が含まれようになった。この方法を他の地震

に適用すると、能登半島地震では60.0%、中越沖地震では66.7%、岩手・宮城内陸地震では全ての

検討項目 中越地震 能登半島地震 中越沖地震 岩手・宮城内陸地震

推計震度
6弱以上で97.2%、5強以
上で100%の地すべりが
発生

6弱以上で93.3%、5強以
上で100%の地すべりが
発生

6弱以上で100%の地す
べりが発生

5強の範囲で100%の地
すべりが発生

加速度
500gal以上の範囲で全
ての地すべりが発生

500gal以上の範囲で
93.3%の地すべりが発生

500gal以上の範囲で
94.4%の地すべりが発生

500gal以上の範囲で全
ての地すべりが発生

震央からの距離 28km以内に発生 39km以内に発生 30km以内に発生 26km以内に発生

震源断層からの距離
20km以内に99.7%の地
すべりが発生

20km以内に93.3%の地
すべりが発生

20km以内に88.9%の地
すべりが発生

全て15km以内に発生
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地すべりが含まれた。能登半島地震と中越沖地震の値が他の地震の値に比べて小さいのは、震源

断層の位置が海域であることが影響していると考えられる。 

図-19  逆断層地震による地すべり多発範囲（図中の数値は中越地震のもの） 

 図-20には、Keefer(1984)46)による地震のマグニチュ-ドと地震で発生した地すべりの断層からの

最大距離との関係を示した。今回検討した地震はマグニチュ-ド6.8～7.2のものであるが、地震の

規模が大きくなると、その影響範囲も大きくなることが考えられる。Keefer(1984) は、地震のマ

グニチュ-ドと地震により発生した地すべりの断層からの最大距離の関係を、マグニチュ-ドが大

きくなるにつれ、震源断層から発生する地すべりまでの最大距離が大きくなると述べている。し

たがって、地震による地すべりが多発す

る範囲を設定する際には、想定される地

震のマグニチュ-ドに応じ、その範囲を

検討する必要がある。 

今後、日本で地震により発生する地す

べりについても同様に検討することでマ

グニチュ-ドと発生する地すべりの震源

断層からの最大距離との関係を明らかに

することも可能になると考えられる。今

回検討した4つの地震による地すべりは

概ね15～28 kmの範囲で発生し、図-20に

プロットしたようにKeefer（1984）46)の

包絡線の範囲に含まれる結果となった。 

 以上のことから、地震（M7.0前後）に

よる逆断層周辺における地すべり発生危

険度評価範囲は、震源断層上盤側におけ

る震源断層上端からの距離15kmと震源断     図-20 地震のマグニチュードと地すべりの最大距離 

層両端を走向方向に各々15km 延長してで          Keefer (1984)の図に加筆。マグニチュードは  

きた範囲として設定することを提案する。       7.5 までが Ms, ≧7.5 は Mw。 
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５．地震による地すべり発生危険度評価法の検討 

5.1 研究方法 

 地すべりの発生要因の抽出では、地形データに着目し、GIS ソフトによりデータを容易に作成で

きる既存の地すべり地形から地質構造、稜線、河川までの距離などについて検討した。この他、

地質要因も地すべりの危険度評価要因になると考えられるが、地域性があるため一般的な要因に

はならないと考え、地形要因のみに注目した。また、地すべり発生危険度評価法については、中

越地震による地すべりのデータを用いてロジスティック回帰分析を行い、地すべり発生の要因の

選定とモデルの構築を行った。また、構築したモデルの検証では、中越地震による地すべりと岩

手・宮城内陸地震による地すべりの発生を予測し、モデルの有効性を明らかにした。この他、中

越地震によるモデルを用いて、高田平野西縁断層の上盤側の既存地すべり地形における地震時の

地すべり発生危険度評価を行い、地すべり発生危険度マップを作成した。 

図-21 は、地震による地すべり発生危険度評価法の検討の対象にした調査地を示したものである。

調査地１（中越地震の調査地）は東山丘陵の中部から南部に位置し、稜線標高が 300～700ｍの丘

陵地帯である。調査地１の地質は

主に新第三紀から第四紀の堆積岩

から成り、砂岩、泥岩、砂岩･泥

岩互層、シルト岩及び未固結の礫、

砂、泥が分布する。地質構造は北

北東-南南西方向の軸のもつ活褶

曲によって特徴づけられ、それら

は約 1km の間隔で分布する 47),48)。 

調査地 2（岩手・宮城内陸地震

の調査地）は陸奥脊梁の東麓に位

置し、稜線標高が 400～600ｍで

あり、幾つかの河川によって深く

下刻されている。地質は主に中新

世中期から鮮新世の火山岩類、浅

海凝灰質堆積物から成る 32)。また、

調査地の西側に第四紀火山である

栗駒山があり、その周辺には第四

紀の火山噴出物が広く分布する。

調査地 3（地すべり発生危険度マ

ップ作成地）は、新潟県西部高田          図-21 調査対象範囲 

平野の西側山地に位置し、高田平   オレンジ色の実線は活断層（産業総合技術研究所,2009）28)  

野西縁断層帯にあたる。       を、星印は調査地 1では中越地震の震央、調査地 2では岩 

            手・宮城内陸地震の震央を示す。 
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5.2 既存地すべり地形と地震による地すべりのデータセット 

表-5 には、データセットの作成に用いた空中写真、DEM、数値地質図のデータソ-スを示した。

検討に用いたデータセットは、調査地１と調査地 2 の既存地すべり地形と地震による地すべりを、

地震発生前後の空中写真判読と一部現地調査により確認し作成した。なお、岩手・宮城内陸地震

の調査地 2 における既存地すべり地形は、国土地理院（2009）49)の判読結果を使用した。ここで

は、地震による地すべりは移動土塊が発生域に一部残留しているものを対象とし、明らかに表層

崩壊や土石流等により移動したと判断されるものは除外した。 

表-5 空中写真及び DEM 

 図-22、23 には調査地１、2 の既存地すべり地形と地震による地すべりの各分布を、表-6 には

調査地 1、2 の既存地すべり地形と地震による地すべりの数をそれぞれ示した。調査地 1 では、既

存地すべり地形 1,050 箇所が判読された。この内、87 箇所が中越地震時に滑動した。調査地 2 で

は 973 箇所の既存地すべり地形が判読され、その内 29 箇所が岩手・宮城内陸地震によって滑動し

た。ここでは、地震時に滑動した地すべりは、既存地すべり地形の全体または一部が地震時に滑

動したものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震 データ 撮影・作成年 撮影・作成機関

1：10,000 1975年11月、1976年11月 国土地理院

1：25,000 1999年6月 国土地理院

地震後 1:10,000～12,000 2004年10月24～29日 国土地理院

DEM 地震前 10m 1993年 北海道地図（株）

数値地質図 地震前 1：50,000 2004年 竹内ほか（2004）

地震前 1:30,000 2006年10月 国土地理院

1:10,000 2008年6月16,18日 国土地理院

1:10,000 2008年6月16,18日 アジア航測（株）

DEM 地震前 10m 1993年 北海道地図（株）

1:15,000 1976年9～11月

1:30,000 1999年6～8月

DEM 10m 国土地理院

調査地2
（岩手・宮
城内陸地

震）

空中写真 地震前 国土地理院調査地3
（高田平野

西縁）

地震前

地震後

説明

空中写真

空中写真

調査地1
（中越地

震）
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図-22 調査地１地すべりの各分布  
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図-23 調査地 2の既存地すべり地形と地震による地すべりの分布 

表-6 調査地 1と 2の既存地すべり地形

調査地 地すべり発生箇所数 地すべり非発生箇所数 合計

調査地１ 87 963 1,050

調査地2 29 944 973
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5.3 地すべり発生要因の検討 

5.3.1 地すべり発生に寄与する地形データの作成 

 図-24 は、調査地 1の標高、渓流、稜線、地質分布図を示した。数値標高データは調査地の地形

の空間分布を表現するものであり、ここでは地すべり発生に寄与する標高偏差、渓流や稜線など

のデータ作成に用いた。用いた DEM は、北海道地図（株）による地震発生前の 10ｍメッシュデー

タである。解析では、このデータを 30ｍメッシュのラスターデータにして使用した。 

(1)標高偏差 

標高偏差は既存地すべり地形内 30m メッシュの地表面標高の標準偏差値であり、斜面勾配と地

すべり地形の面積、起伏度に関係し、標高偏差が大きくなるほど勾配が急になるか、または面積

が大きくなることを表す。このことにより、勾配が急になるほど地震により斜面安全率の低下が

起こる確率が高くなることや、面積が大きくなるほど地すべり斜面の一部が移動する確率が高く

なること、起伏度が大きくなると地震により斜面が揺れやすくなることなどが考えられ、地すべ

り発生要因とした。 

図-25､26 には、調査地 1、2の既存地すべり地形内における標高偏差の相対度数と地すべり発生

率を示した。調査地１については、地すべり発生率は標高偏差が 50ｍまでは標高偏差の増加とと

もに上昇し、それ以降は下降している。また、調査地 2 については、地すべり発生率が標高偏差

の増加に伴い上昇する傾向がある。 

(2)渓流から地すべりまでの距離 

地すべり斜面が渓流に近いほどその末端部が侵食を受け、斜面が不安定化すると考え、渓流か

ら地すべりまでの距離を地すべり発生要因とした。なお、渓流から地すべりまでの距離（渓流線

から既存地すべり地形の重心までの距離）は、上述の DEM を用いて渓流線ベクター（図-24(b)）

を作成し、ArcGIS の機能を用いて計算した。 

図-27 は、調査地 1の渓流から地すべりまでの距離の相対度数と地すべり発生率を示したもので

ある。調査地 1 については、地すべり発生率が渓流から地すべりまでの距離が近いほど大きくな

る傾向は認められない。 

(3)稜線から地すべりまでの距離 

 地震時の斜面の揺れは稜線に近いほど大きいとされる 50）ことから、稜線から地すべりまでの距

離を地すべり発生要因と考えた。なお、稜線から地すべりまでの距離は、上記の DEM から稜線ベ

クターデータ（図-24(c)）を作成し求めた。 

 図-28 には、調査地 1の稜線の相対度数と地すべり発生率を示した。稜線から地すべりまでの距

離と地すべり発生率には、明瞭な関係は認められない。 
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5.4 地すべり発生危険度評価法の検討 

5.4.1 ロジスティック回帰分析 

ロジスティック回帰分析は、目的変数をカテゴリ-データ（現象の有無など）、説明変数を数値

データとする多変量解析手法である。この手法は、地震による地すべりのような発生・非発生に

分けられる自然現象の分析に適用される。 

あるイベント（ここでは地震による地すべりの発生）の発生確率を P とすると、発生確率 P は

(2)式で表せる。 

 

    P=1/(1+e-Y)                             (2) 

 

ここで、Yはロジットと呼ばれ、オッズ P/(1-P)の自然対数であり、(3)式で表せる。 

  

    Y=Log[P/(1-P)]=B0+B1X1+B2X2+…+BnXn      (3) 

 

ここで、       B0：ロジスティック回帰モデルの定数 

     B1,B2,…,Bn：地すべりの発生に影響する説明変数 X1,X2,…,Xnの偏回帰係数 

である。 

Y の値は-∞から∞に変化し、説明変数と線形関係である。また、発生確率 P（地すべり発生確

率）は、0から 1までの連続した値をとる。この他、説明変数の係数Bは最尤法によって推定され、

係数 Bn の有意性は Wald 検定により 0.01 以下の場合であれば 0.01 レベルで有意であることを示

す。 

5.4.2 ロジスティック回帰モデルの構築 

 ロジスティック回帰分析には、SPSS（IBM）の統計処理ソフト SPSS Statistics V.19 を用いた。

目的変数は既存地すべり地形における地震による地すべり発生･非発生であり、説明変数は地すべ

り発生要因である標高偏差、地質構造からの距離、河川及び稜線からの距離、地すべり地形縁辺

侵食率、震源断層から既存地すべり地形までの距離である。 

ロジスティック回帰分析では、地すべり発生・非発生の数が異なる場合、同数のサンプルで解

析する場合が多い 26),53),54)。調査地 1 の地すべり発生箇所が全既存地すべり地形の約 8.0％

（87/1050*100）であり、地すべり発生箇所数が非発生箇所数に比べてはるかに少ない。このため、

分析では、地すべり発生･非発生を同数にして行った。調査地１については、地震により地すべり

が発生した既存地すべり地形 87 箇所と、地すべり非発生の 963 箇所からランダムに選んだ 87 箇

所の合計 174 箇所のサブデータセットを用意した。また、モデルの構築では、ロジスティック回

帰モデルの有効性を検証するため、このサブデータセット（発生 87、非発生 87）の中からランダ

ムに約 75.0％である 130 箇所（発生 65、非発生 65）を抽出してモデル構築に用い、残りの約

25.0％のデータである 44箇所（発生 22、非発生 22）はモデルの検証に用いた。 
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表-7 は、分析により求められたロジスティック回帰モデルの説明変数とその係数を示したもの

である。なお、説明変数（地すべり発生要因）の選定は、ステップワイズ法（forward Wald）を

用いて行った。モデルにおける地すべり発生要因として標高偏差と縁辺侵食率が選定され、これ

らが既存地すべり地形における地震時の地すべり発生に影響していることが示された。 

表-7 分析により求められたロジスティック回帰モデルの説明変数とその係数 

 

地震による地すべり発生確率を求める式として、(4)式が得られた。 

 

   P=1/[1+exp{-(0.060SR+0.035MER-2.630)}]    (4) 

 

ここで、 SR：標高偏差（ｍ） 

     MER：縁辺侵食率（％） 

である。 

表-8 には、(4)式の的中率を示した。なお、地すべりの発生・非発生はｐ＞0.50 を発生、ｐ≦

0.50 を非発生としている。地すべり発生に対する的中率は 78％、地すべり非発生に対する的中率

は 71％、全体の的中率は 75％であった。 

表-8 (4)式の的中率 

 

 

 

 

 

5.4.3 ロジスティック回帰モデルの検証 

(1)検証 1 

表-9 は、モデル構築に使用しなかった残りのデータ（発生 22、非発生 22）を用いた(4)式の検

証結果を示したものである。地すべり発生に対する的中率は 77％、地すべり非発生に対する的中

率は 73％、全体の的中率は 75％であった。 

モデルの検証には、ROC 曲線が用いられることが多い 54),55)。ROC は、Receiver Operating 

Characteristic の略称で，第 2 次大戦時に米国のレ-ダ-の研究から生まれた概念である。受信者

操作特性あるいは受信者動作特性などと訳されるが、ここでは ROC曲線とする。 

 

 

説明変数 B SE Wald df Sig. Exp(B)

標高偏差値 0.060 0.019 9.631 1 0.002 1.061

縁辺侵食率 0.035 0.010 13.336 1 0.000 1.036

定数 -2.630 0.579 20.607 1 0.000 0.072

B：係数；SE：標準誤差；Wald：カイ2乗；df：自由度；Sig.：有意確率；Exp(B)：Bの指数

データ件数 的中件数 外れ件数 的中率(%)

発生 65 51 14 78

非発生 65 46 19 71

発生＋
非発生

130 97 33 75
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表-9 (4)式の検証結果 

 

 

 

 

                        

表-10 には、ROC 曲線における感度と特異度を示した。ロジスティック回帰分析のように、2 値

の分類予測を行った場合、実測に対し予測結果を表-10 のように示すことができる。地すべり発生

の的中率が感度に当たり、全地すべり発生数に占める的中した地すべり発生数の割合である。ま

た、地すべり非発生の的中率は特異度に当たり、全地すべり非発生数に占める的中した地すべり

非発数の割合である。ROC曲線は、各分離値（ここではロジスティック回帰モデルにより計算した 

表-10 ROC 曲線における感度と特異度 

確率値）の高い順から横軸に 1-特異度（空振り率：全地すべり非発生数に占める地すべり発生

の予測はずれ数の割合）を、縦軸に感度をプロットして作成したものである。ROC 曲線の下部面積

（AUC）が大きいほどモデルの精度が良く、一般的に 0.9-1.0 が「優」、0.8-0.9 が「良」で、

0.7-0.8 が「可」とされる 56)。 

図-33 は、(4)式による予測結果の ROC 曲線を示したものである。AUC は 0.804 であり、予測精

度が「良」であることが示された。 

Positive
地すべり発生と予測

Negative
地すべり非発生と予測

True
地すべり発生

true positive(TP)
地すべり発生の的中数

false negative(FN)
地すべり非発生のはずれ数

False
地すべり非発生

false positive(FP)
地すべり発生のはずれ数

true negative(TN)
地すべり非発生の的中数

Sensitivity
感度

Specificity
特異度

TP/(TP+FN)
地すべり発生的中数/全地すべり発生数

TN/(TN+FP)
地すべり非発生の的中数/全地すべり非発生数

観
測

予測

データ件数 的中件数 外れ件数 的中率(%)

発生 22 17 5 77

非発生 22 16 6 73

発生＋
非発生

44 33 11 75
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図-33 (4)式による予測結果の ROC曲線 

(2)補正と検証 2 

(4)式作成時のデータの地すべり発生率と全データによる地すべり発生率が異なることから、ロ

ジスティック回帰式の定数の補正 57)を行った。補正は(5)、(6)式により行い、(7)式を得た。 

 

    q1/q2={s(1-r)}/{r(1-s)}           (5) 

 

ここで、r：全データによる地すべり発生率(87/1050≒0.08) 

    s：式(3)作成時データの地すべり発生率(65/130=0.50) 

である。 

 

    Pm=1/[1+exp{-(-Log(q1/q2)+0.060SR+0.035MER-2.630)}]                 (6) 

 

    Pm=1/[1+exp{-(0.060SR+0.035MER-5.032)}]                            (7) 

 

 （7）式は、定数補正後のロジスティック回帰モデルである。この調整したモデルを用いて、調

査地 2の地すべり発生を予測し、その有効性を検証した。 

表-11 には、(7) 式による調査地 2（岩手・宮城内陸地震）の地すべり発生予測の的中率を示し

た。なお、地すべりの発生・非発生は、(4)式を求めた調査地 1（中越地震）における地すべり発
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生率 0.08 をもとに、ｐm＞0.08 を発生、ｐm≦0.08 を非発生としている。地すべり発生に対する的

中率は 76％、地すべり非発生に対する的中率は 75％、全体の的中率は 75％であった。 

表-11 (7) 式による調査地 2の地すべり発生予測の的中率 

 

 

 

 

 

図-34 は、調査地 2 のデータを用いた ROC 曲線を示したものである。AUC は 0.835 であり、予測

精度が「良」であることが示された。 

以上のことから、補正後のロジスティック回帰モデル(7)式の有効性が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-34 調査地 2のデータを用いた ROC曲線 

5.4.4 危険度ランクの設定 

図-35 には、(7)式により中越地震の全データについて求めた地すべり発生確率ｐmの区間毎にお

ける発生・非発生別の相対度数分布と地すべり発生率を示した。地すべり発生率はｐm の上昇にと

もない増大しており、ｐm が 0.40 以上では更に増大している。そこで、地震による地すべり発生

の危険度は、ｐm≦0.08 危険度低、0.08＜ｐm＜0.40 を危険度中、ｐm≧0.40 を危険度高とした。 

 

 

データ件数 的中件数 外れ件数 的中率(%)

発生 29 22 7 76

非発生 944 708 236 75

発生＋
非発生

973 730 243 75
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図-35 (7)式による地すべり発生確率に対する相対度数分布と地すべり発生率 

5.4.5 危険度評価結果 

図-36、37 には調査地 1 と調査地 2 における危険度評価の結果を、表-12 には危険度評価ランク

と地すべりの箇所数、面積などを示した。調査地 1 については、危険度高の地すべりが全体の

3.6％を占め、危険度中は 27.6％であった。しかしながら、面積の割合では、危険度高が 20.9％

を占め、危険度中は 47.0％を占め、危険度が高いほど地すべりの規模が大きい傾向を示した。調

査地２の場合も同様な傾向を示した。なお、調査地１の危険度評価では、塩谷神沢川地すべり

（図－36の①）、東竹沢地すべり（図－36の②）や寺野（図－36の③）などの地すべりは危険度

高となった。 
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表-12 危険度評価ランクと地すべりの箇所数、面積

地震 危険度 危険度高 危険度中 危険度低 合計

箇所数 38 290 722 1,050

全箇所に占める割合(%) 3.6 27.6 68.8 100.0

平均面積(m2) 325,748 95,948 26,303 447,999

総面積(m2) 12,378,424 27,824,813 18,990,788 59,194,025

全面積に占める割合(%) 20.9 47.0 32.1 100.0

箇所数 21 236 716 973

全箇所に占める割合(%) 2.2 24.3 73.6 100.0

平均面積(m2) 448,902 118,598 22,695 590,194

総面積(m2) 9,426,936 27,989,028 16,249,668 53,665,632

全面積に占める割合(%) 17.6 52.2 30.3 100.0

調
査
地
2

調
査
地
1

 

 

5.4.6 長野県新潟県県境付近の地震での斜面災害データを用いた危険度評価法の検証 

検討した地震による地すべり発生危険度評価手法の検証を、長野県新潟県県境付近の地震での

斜面災害データを用いて行った。長野県新潟県県境付近の地震は、平成 23 年 3 月 11 日に発生し

た東北地方太平洋沖地震（M9）の翌日である 3 月 12 日午前 3 時 59 分頃、長野県と新潟県との県

境付近を震源として M6.7、震源の深さ 8km（気象庁暫定値）の規模で発生し、数多くの崩壊や地

すべりが発生した。 

図－38 は、この地震

による震度分布を示し

たものである。最大震

度は 6 強であり、長野

県栄村で観測された。

また、震度 6 弱は新潟

県中越であり、震度 5

強は新潟県上越、群馬

県北部であった。なお、

斜面災害発生件数は 23

件であり、その内訳は

土石流等 6 件、地すべ

り 12 件、がけ崩れ 3

件、雪崩 2 件である

（国土交通省砂防部調

べ 5月 24日現在）。 

図－39には、空中写        図－38 震度分布図（気象庁による） 
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これらのことから、今回の地震での地すべり発生危険度評価は、地すべりが発生しなかった既

存地すべり地形については実施していないが、地すべりが発生した既存地すべり地形については

全体の 73％が危険度中、高と評価することができた。広範囲の空中写真を用いた検証が、今後の

課題である。 

 

6. 高田平野西縁断層帯周辺における既存地すべり地形の地震による地すべり発生危険度評価 

ロジスティック回帰モデル(7)式を用いて、調査地 3 の新潟県高田平野西縁断層帯周辺の地すべ

り地形を対象に、地震による地すべり発生危険度評価マップの作成を試みた。 

6.1 地形・地質の概要 

 図-40 には、調査地 3の標高陰影図を示す。調査地 3は新潟県上越地方に位置し、高田平野の西

側の西頚城山地、関田山地、妙高火山地や焼山火山地から成る。稜線の標高は北部では 300ｍ以下

であるが、南部では 1,000～2,000ｍあり、南に行くほど起伏量が大きくなる。調査地には、桑取

川と名立川は南から北へ、能生川と早川は南東から南西へ流れ、直接日本海へ流れ込んでいる。

また、矢代川や関川は、上流部では西から東へ高田平野を流れるが、高田平野では南から北へ流

れた後に両河川が合流し日本海へ流れ込んでいる。 

 図-41 は、調査地 3の地質図を示したものである。地質は、主に中新世から鮮新世の砂岩泥岩互

層、泥岩が広く分布する。この砂岩泥岩互層の分布域には、閃緑岩の貫入岩が点在する。調査範

囲の南に位置する妙高山や焼山からの後期更新世～完新世の火山岩や火砕流堆積物は、砂岩泥岩

互層の上位にある。調査地の地質構造は、北東-南西走向の背斜・向斜軸に特徴づけられる。妙高

山や焼山などの火山は、背斜軸・向斜軸上に位置している。 

6.2 高田平野西縁断層帯 

 図-42 には、高田平野の断層帯を示した。地震調査推進本部地震調査委員会（2009）58)によれば、

高田平野西縁断層帯は新潟県上越市直江津北方沖から上越市を経て妙高市に至る断層帯である。

本断層帯は、直江津北方沖の断層及び高田平野西縁断層、高城山断層から構成される。本断層の

最近の活動は、1751 年（寛延 4 年＜宝暦元年＞）の高田地震時に起こった。高田地震発生時には、

上越市名立区の｢名立崩れ｣を代表とする数多くの地すべりや崩壊が調査地 3 で発生している。地

震調査推進本部（2010）39)は、高田平野西縁断層帯の断層モデルの設定と地下構造モデルの設定

を行い、強震動評価、確率的地震動予測地図、震源断層を特定した地震動予測地図の各作成を行

っている。地震調査推進本部（2010）39)が作成した断層モデルは、断層帯長さ約 30km、断層の傾

斜角 45°の西側隆起の逆断層である。地震調査推進本部（2010）39)によると、今後 30 年以内の地

震発生確率はほぼ 0％であり、地震動予測のマグニチュードは 7.3程度である。 
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図-40 調査地 3の標高陰影図 
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図-41 調査地 3の地質図 

※実線の囲み度評価範囲 
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6.3 調査範囲の設定 

 調査地3の地すべり発生危険箇所マップの作成範囲は、”(3)逆断層周辺における地すべり多発

範囲”で示した結果をもとに、高田平野西縁断層帯の断層モデルから西側の上盤側へ15ｋｍの範

囲に活断層からモデルの投影線までの距離とした。 

6.4 地すべり地形、標高偏差及び縁辺侵食率 

 既存地すべり地形のデータは、防災科学技術研究所（2010）27)の地すべり地形分布データベ-ス

をもとに作成した。 

 図-43 は、調査地 3の既存の地すべり地形分布を示したものである。なお、既存地すべり地形の

データは、防災科学技術研究所（2010）27)の地すべり地形分布データベ-スをもとに作成した。調

査範囲内の地すべり地形の数は、3,718 箇所である。また、地すべり地形の総面積は 129.56km２で

あり、調査範囲に占める割合は 23.5％である。地すべり地形の分布は、調査範囲の北～南西側に

分布する砂岩泥岩五層の分布域に多数分布しており、歴史地震である高田地震時の災害記録 （井

上ほか，1999) 59)には、この範囲での地すべり多発の記録が残されている。砂岩・泥岩互層の能生

谷層の分布する北側の地すべり地形は比較的小さく、砂岩・泥岩互層の難波山層が分布する範囲

では巨大な地すべり地形が多く分布している。その他の部分でも地すべり地形は判読されている

が、その数は比較的少ない。 

図-44 には、地すべり地形の標高偏差の相対度数を示した。標高偏差が 10～20ｍの地すべり地

形が最も多く、全体の 39%を占めた。 

図-45 は、縁辺侵食率の相対度数を示したものである。縁辺侵食率が 10％以下の地すべり地形

が最も多く、全体の 40％を占めた。 
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地すべり地形 

活断層 

凡例 

 

図-43 調査地 3の既存の地すべり地形分布 

地すべり地形：防災科術研究所（2010）27), 活断層：産業技術総合研究所（2009）28) 
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図-47 地すべり発生確率ｐmの区間毎における相対度数分布 

以上のことから、大部分の地すべり地形、特に小規模な地すべり地形については危険度低であ 

ることが示された。また、規模の大きな地すべり地形については数が少ないが、危険度中及び高

であることが示された。 

 なお、地震時における既存地すべり地形の地すべり発生危険度評価マップの作成手順（案）を

巻末に示した。 

表-14 危険度ランク毎の地すべり地形の数と面積 

 

 

 

 

 

 

 

7．まとめ 

 新潟県中越地震、能登半島地震、新潟県中越沖地震、岩手･宮城内陸地震などの激甚な逆断層型

地震により発生した地すべりの分布の特徴や地形的な特徴を抽出し、地すべり地帯の既存地すべり

地形における地震時地すべり発生危険度評価手法について検討した。以下に、その結果を示す。 

(1)震源断層の上盤側で発生した地すべりは、下盤側に比べて多く全体の86.7%を占めた。 

(2)地震による地すべりの最大長さは、中越地震と岩手・宮城内陸地震で200ｍ以下のものが多いの

に対し、能登半島地震と中越沖地震では100ｍ以下のものが多かった。 

(3)全ての地すべりは、震度5強以上の分布域、93.3%以上の地すべりは地表3成分合成最大加速度

500gal以上の分布域内で発生した。 
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危険度 箇所数
全箇所に占める

割合% 平均面積m2 総面積m2 全面積に占める
割合%

危険度高 139 3.7 364,754 50,700,781 39.1

危険度中 438 11.8 82,889 36,305,386 28.0

危険度低 3,141 84.5 13,547 42,552,134 32.8

合計 3,718 100.0 461,190 129,558,301 100.0
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(4)既存地すべり地形内で発生した地すべりは、中越地震では約50%であったのに対し、その他の地

震では10～25%程度であった。 

(5)地震による地すべりの発生は、斜面勾配や地質構成よりも震源断層からの距離により影響され

ることが示唆された。 

(6)地すべりの発生は震源断層から遠くなるほど少なくなり、次第に大きな地すべりの発生がみら

れなくなる傾向が認められた。この傾向は、震央からの距離よりも震源断層からの距離をとった

場合に、より明瞭に現れることが示された。 

(7)断層近傍で発生した地すべりの規模は必ずしも大きくはなく、最大規模の地すべりが発生した

場所は、震源断層の上端投影線から3.5～9 kmの上盤側に位置していた。 

(8)マグニチュード 6.8～7.2 を記録した４つの地震では、震源断層から上盤側に 15 km の範囲に加 

 えて、断層の走向方向に 15 km の距離をとると、10,000ｍ2以上の面積を有する地すべりの約 95% 

 を含む範囲として設定が可能であり、地震（M7.0 前後）による逆断層周辺における地すべり発生 

 危険度評価範囲は、震源断層上盤側における震源断層上端からの距離 15km と震源断層両端を走向 

 方向に各々15km 延長してできた範囲として設定することを提案する。 

(9)既存地すべり地形を対象に、ロジスティック回帰分析を用いて地震時における地すべり発生の 

 危険度評価を行った結果、地形要因として標高偏差、縁辺侵食率が地すべり発生を影響して 

 いることが明らかになった。 

(10)中越地震による地すべりの一部データによるロジスティック回帰モデルを用いて、中越地震 

 による地すべりデータと岩手・宮城内陸地震のデータによる検証の結果、ROC曲線の AUCが 

 0.835 の予測精度「良」であることが示され、モデルの有効性が確認された。 

 以上のことから、既存地すべり地形における地震時地すべり発生危険度評価手法として、危険

度評価範囲と、標高偏差と縁辺侵食率の地形データを用いたロジスティック回帰モデルよる危険

度評価手法を提案することができた。 

日本の主要な活断層は長期評価されており（地震調査研究推進本部, 2011）60)、提案した手法

による地すべり発生危険度評価結果が、地すべり対策の優先順位決定に際しての一つの指標にな

ることが期待される。しかしながら、地震時には既存地すべり地形以外に、初生地すべりも発生

している。今後は、初生地すべりに対しても地震時における危険度評価方法について検討してい

く必要がある。 
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地震時における既存地すべり地形の地すべり発生危険度評価マップの作成手順（案） 

 

 地震（M7.0 前後）による逆断層周辺における、既存地すべり地形の地すべり発生危険度評価マ

ップ作成手順を以下に示す。 

1.危険度評価マップ作成手順 

 図-1 には、地震時における既存地すべり地形の地すべり発生危険度評価マップの作成手順を示

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 地震時における既存地すべり地形の地すべり発生危険度評価マップの作成手順(案) 

資料収集 

・ 数値地図（10ｍメッシュ標高） 

・ 地すべり地形判読図 

・ 震源断層を特定した地震動予測地図 

・ 空中写真 

・ その他（地質図、過去の地震に関する資料 など） 

危険度評価要因データの作成 

・ 地すべり地形毎の標高偏差の算出 

・ 地すべり地形毎の縁辺浸食率測定 

地すべり発生危険度評価 

・ 危険度評価要因データをロジスティック回帰モデ

ル式に代入し、地すべり地形毎の発生確率ｐmを算

出する。 

・ ｐm≦0.08 危険度低、0.08＜ｐm＜0.40 を危険度中、

ｐm≧0.40 を危険度高とし、危険度評価を行う。 

地すべり多発範囲の設定 

・ 対象とする地震の震源断層をもとに地す

べり多発範囲を設定 

危険度評価マップの作成 

・ 地すべり地形毎の危険度評価結果をもとに、危

険度評価マップを作成する。 
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1.1 作成手順の解説 

 危険度評価マップは、GISを利用して作成すると効率が良い。 

1.1.1 資料収集 

(1)数値地図 

 危険度評価マップの基礎データとなる数値地図（10ｍメッシュ）は、国土地理院のホームペー

ジからダウンロードできる。数値地図の閲覧・ダウンロードページアドレスは、以下の通りであ

る。（平成23年 4月 14日現在のホームページのアドレス 

                                              http://www.gsi.go.jp/kiban/etsuran.html） 

 今回の検討では、10ｍメッシュの数値地図を使用し、解析は 30ｍメッシュで行った。数値地図

は、民間の機関で発行しているものもある。 

(2)地すべり地形判読図 

 既存の地すべり地形の位置、形状は、地すべり地形判読図で調べる。地すべり地形判読図は、

独立行政法人 防災科学研究所から全国を網羅する「地すべり地形分布図」が公表されており、

地すべり地形分布図データベースのホームページからGISデータをダウンロードできる。 

（平成 23年 4月 15日現在のホームページのアドレス http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/） 

 この地すべり判読図が基本となるが、判読が不明瞭な場合は、他の地すべり地形判読図や対象

地域の空中写真・地形図なども参考にする。 

(3)震源断層を特定した地震動予測地図 

 地すべり多発範囲の設定に必要な「震源断層を特定した地震動予測地図」は、地震調査推進本

部が公表している「全国地震動予測地図」に掲載されている。 

（平成 23年 4月 15日現在のホームページのアドレス 

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/10_yosokuchizu/index.htm） 

 また、独立行政法人 防災科学研究所の地震ハザードステーション（Japan Seismic Hazard 

Information Station,J－SHIS）ホームページでも公開されており、数値データのダウンロードも

可能である。 

（平成 23年 4月 15日現在のホームページのアドレス http://www.j-shis.bosai.go.jp/） 

 その他、対象地域の震源（震央）、震源断層などの研究成果や公表資料があれば収集し、参考

にする。 

(4)空中写真 

 危険度評価要因データの作成には、地形図と空中写真を用いる。地形図は、前述の数値地図を

使用する。空中写真は、国土地理院撮影のものを財団法人日本地図センターで購入できる。また、

空中写真は、民間の機関が撮影したものもある。 

(5)その他 

 地質図は、独立行政法人 産業総合研究所 地質調査総合センターで購入できる。その他、都

道府県別の土地分類図（地形分類図、表層地質図、土壌図など）の GIS データは、国土交通省 

土地水資源局 国土調査課のホームページからダウンロードできる。 
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（平成 23年 4月 15日現在のホームページのアドレス 

http://tochi.mlit.go.jp/tockok/inspect/landclassification/download/index.html） 

 また、土地分類図の印刷物は、財団法人日本地図センターから購入できる。この他、独立行政

法人 産業総合研究所 地質調査総合センターのホームページから 20 万分の 1 日本シームレス地

質図をダウンロードできる。 

（平成 23年 4月 15日現在のホームページのアドレス 

http://riodb02.ibase.aist.go.jp/db084/index.html） 

 その他の資料は、評価結果の妥当性の検証などに用いる。 

 

1.1.2 地すべり多発範囲の設定 

図-2は、ハスバートルほか（2011）による逆断層地震による地すべりの多発範囲を示したもの

である。図中の数字は点線で囲んだ範囲の中越地震で発生した地すべりの割合を参考に示したも

のであり、発生した地すべりはA’+B’の範囲に全体の93.4%が含まれた。 

この結果をもとに、地すべり発生危険度評価範囲は、震源断層上盤側における震源断層上端か

らの距離15kmと震源断層両端を走向方向に各々15km延長してできた範囲として設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.1.3 危険度評価要因データの作成 

(1)地すべり地形毎の標高偏差の算出 

 標高偏差は既存地すべり地形内 30m メッシュの地表面標高の標準偏差値であり、斜面勾配と地

すべり地形の面積、起伏度に関係し、標高偏差が大きくなるほど勾配が急になるか、または面積

が大きくなることを表す。このことにより、勾配が急になるほど地震により斜面安全率の低下が

起こる確率が高くなることや、面積が大きくなるほど地すべり斜面の一部が移動する確率が高く

なること、起伏度が大きくなると地震により斜面が揺れやすくなることなどが考えられる。  

 標高偏差は GIS を利用し、既存地すべり地形内 30m メッシュの地表面標高の標準偏差値として

求められる。 

(2)地すべり地形毎の縁辺浸食率測定 

 図-3 には、縁辺部が侵食された地すべりの平面横断模式図を示した。縁辺侵食率は、地すべり

地形の縁辺長に対する侵食地形長の割合と定義し、(1)式により求められる。 

 Ｅ＝ℓ／Ｌ×100（％）     (1) 

図-2 逆断層地震による地すべり多発範囲 
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